
林業土木施工管理基準　　出来形管理　（令和２年11月1日適用）

頁番号 現　行改　正　後

D-2

D-3



林業土木施工管理基準　　出来形管理　（令和２年11月1日適用）

頁番号 現　行改　正　後

D-4

D-17

ｔ＜５ｃｍ -10以内

ｔ≧５ｃｍ -20以内

±10％以内

1バッチ当たりの数量を計算する。

パック化したものは配合証明書によ
り、確認する。

±10％以内

材料使用量にて確認。

吹付厚

３cmまで 50％以内

吹付厚

３cm越え 10％以内

木本性群落　被覆率30％

～50％であり、木本が10

本／㎡以上確認できる。

又は、被覆率 5％50％～

70％であり、木本が5本／

㎡以上確認できる。

草本性群落

　被覆率70％以上

被覆率は500ｍ2に１箇所の割合

（500ｍ2未満は２箇所、最多で５箇

所）で測定する。1×1ｍの方形枠を

設け、枠内の被覆率を判定する。

Ａ・Ｂ共通

厚さ及び被覆率測定箇所を明記する。

検査記録票

出来形図

ただし、簡易なも

のは見取図とする

ことが出来る。
厚さ

（ｔ）

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹

付厚は、設計厚の50%以上とし、平均厚は設

計厚以上。

20ｍ2に１箇所の割合で検測ピン等

により測定する。施工面積200ｍ2に

つき1箇所。

面積200ｍ2以下のものは、1施工箇

所につき2箇所。検査孔により測

定。

生育判定検査

判生育判定時期

春期（３月～５月）施工

施工後90日

夏期（６月～８月）施工

10月～11月中旬

秋期（９月～10月）施工

翌６月初旬

冬期（11月～２月）施工

翌７月初旬

(H22.12月追記)

生育判定の結果、保留となった

場合は、｢植生基材(厚層基

材),(客土)吹付｣の判定基準に

定められた時期に再判定を行う

他、監督員の指示によるととす

る。

金網の露出度

合い

基盤材吹付後の金網の露出度合いに

ついては500ｍ2に１箇所の割合

（500ｍ2未満は２箇所）で測定す

る。
２×２ｍの方形枠により測定。

種　　子　　量

肥料、侵食防止材

ｔ＜５ｃｍ -10以内

ｔ≧５ｃｍ -20以内

±10％以内

1バッチ当たりの数量を計算する。

パック化したものは配合証明書によ

り、確認する。

±10％以内

材料使用量にて確認。

吹付厚

３cmまで 50％以内

吹付厚

３cm越え 10％以内

木本性群落　被覆率30％

～50％であり、木本が10

本／㎡以上確認できる。

又は、被覆率5％～70％で

あり、木本が5本／㎡以上

確認できる。

草本性群落

　被覆率70％以上

被覆率は500ｍ2に１箇所の割合

（500ｍ2未満は２箇所、最多で５箇

所）で測定する。1×1ｍの方形枠を

設け、枠内の被覆率を判定する。

Ａ・Ｂ共通

厚さ及び被覆率測定箇所を明記する。

検査記録票

出来形図

ただし、簡易なも

のは見取図とする

ことが出来る。
厚さ

（ｔ）

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹

付厚は、設計厚の50%以上とし、平均厚は設

計厚以上。

20ｍ2に１箇所の割合で検測ピン等

により測定する。施工面積200ｍ2に

つき1箇所。

面積200ｍ2以下のものは、1施工箇

所につき2箇所。検査孔により測

定。

生育判定検査

判生育判定時期

春期（３月～５月）施工

施工後90日

夏期（６月～８月）施工

10月～11月中旬

秋期（９月～10月）施工

翌６月初旬

冬期（11月～２月）施工

翌７月初旬

(H22.12月追記)

生育判定の結果、保留となった

場合は、｢植生基材(厚層基

材),(客土)吹付｣の判定基準に

定められた時期に再判定を行う

他、監督員の指示によるととす

る。

金網の露出度

合い

基盤材吹付後の金網の露出度合いに

ついては500ｍ2に１箇所の割合

（500ｍ2未満は２箇所）で測定す

る。

２×２ｍの方形枠により測定。

種　　子　　量

肥料、侵食防止材



林業土木施工管理基準　　出来形管理　（令和２年11月1日適用）

頁番号 現　行改　正　後

D-20



林業土木施工管理基準　　品質管理　（令和２年11月1日適用）

頁番号

H-5

改　正　後 現　行

H-11

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

３ 

（

二

車

線

）

下

層

路

盤

工 

施 
 
 
 
 
 
 

工 

必 
 
 
 
 
 
 

須 

 

 締固め密度の測定 

舗装調査 

・試験法便覧 

［4］-191 

 

 

γdmaxの93％ 

以上 

Ｘ
＿

1095％以上 

Ｘ
＿

696％以上 

Ｘ
＿

397％以上 

ただし、歩道の基準密度について

は設計図書による 

1,000ｍ2につき２回の割合で行

う。 

ただし、施工面積が1,000ｍ2以

下のものは、１工事当たり１回

以上。（1回につき3個以上） 

 

締固め度は、10個の測定値の平均値Ｘ
＿

10

が規定値を満足していなければならな

い。また、10個の測定値が得難い場合

は３個の測定値の平均値Ｘ
＿

3が規格値を

満足していなければならないが、Ｘ
＿

3が

規格をはずれた場合は、さらに３個の

データを加えた平均値Ｘ
＿

6が規格値を満

足していればよい。 

 

 プルーフローリング 舗装調査 

・試験法便覧 

［4］-210 

 随時下層路盤仕上げ後、全幅全

区間について実施する。 

確認試験である。ただし、荷重車については、

施工時に用いた転圧機械と同等以上の締固

効果を持つローラやトラック等を用いるも

のとする。 

そ

 

の

 

他 

 平板載荷試験 JISA1215  1,000ｍ2につき２回の割合で行

う。 

確認試験である。 

セメントコンクリートの路盤に適用す

る。 

 骨材のふるい分け試験 JISA1102  異常が見られたときに随時 

 

 

 土の液性限界・塑性限界試
験方法 

JISA1205 塑性指数PI.6以下   

 含水比試験 JISA1203 設計図書による。 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

３ 

（

二

車

線

）

下

層

路

盤

工 

施 
 

 
 

 
 

 

工 

必 
 

 
 

 
 

 

須 

 

 締固め密度の測定 

舗装調査 

・試験法便覧 

［4］-191 

      256 

 

砂 置 換 法

（ JIS A 

1214） 

 

砂置換法は、

最大粒径が

53mm以下の

場合のみ適

用できる 

 

 

γ dmax 最 大乾 燥密 度の

93％ 

以上 

Ｘ
＿

1095％以上 

Ｘ
＿

696％以上 

Ｘ
＿

397％以上 

ただし、歩道の基準密度について

は設計図書による 

1,000ｍ2につき２回の割合で行

う。 

ただし、施工面積が1,000ｍ2以

下のものは、１工事当たり１回

以上。（1回につき3個以上） 

１工事当たり3,000㎡以下の場

合（維持工事を除く）は、１工

事当たり３個（３孔）以上で測

定する。 

 

締固め度は、10個の測定値の平均値Ｘ
＿

10

が規定値を満足していなければならな

い。また、10個の測定値が得難い場合

は３個の測定値の平均値Ｘ
＿

3が規格値を

満足していなければならないが、Ｘ
＿

3が

規格をはずれた場合は、さらに３個の

データを加えた平均値Ｘ
＿

6が規格値を満

足していればよい。 

締固め度は、個々の測定値が最大乾燥

密度の93％以上を満足するものとし、

かつ平均値について以下を満足するも

のとする。 

・締固め度は、10孔の測定値の平均値Ｘ
＿

10が規定値を満足するものとする。ま

た、10孔の測定値が得がたい場合は３

孔の測定値の平均値Ｘ
＿

3が規格値をはず

れた場合は、さらに３孔のデータを加

えた平均値Ｘ
＿

6が規格値を満足していれ

ばよい。 

 プルーフローリング 舗装調査 

・試験法便覧 

［4］-210 

      288 

 

 随時下層路盤仕上げ後、全幅全

区間について実施する。 

確認試験である。ただし、荷重車については、

施工時に用いた転圧機械と同等以上の締固

効果を持つローラやトラック等を用いるも

のとする。 

そ

 

の

 

他 

 平板載荷試験 JISA1215  1,000ｍ2につき２回の割合で行

う。 

確認試験である。 

セメントコンクリートの路盤に適用す

る。 

 骨材のふるい分け試験 JISA1102  異常が見られたときに随時 

 

 

 土の液性限界・塑性限界試

験方法 

JISA1205 塑性指数PI.6以下   

 含水比試験 JISA1203 設計図書による。 

 

１ 

セ
メ
ン
ト

・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

（転
圧

・
覆
工

・
吹
付
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く
） 

 
 
 

施 
 

 
 

 
 
 

 

工 

必 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

須 
 

 単位水量測定 レディーミク

ストコンクリ

ートの品質確

保 について

(エアメータ

法による単位

水量土木研究

所法等 平成

21年7月1日付

け21建政技第

147号準用) 

 

1)測定した単位水量が、配合設計±15kg/m3

の範囲内の場合はそのまま施工してよい。 

2)測定した単位水量が、配合設計±15を超

え±20kg/m3の範囲にある場合は、水量変動

の原因を調査し、生コン製造者に改善を指

示し、その運搬車の生コンは打設する。そ

の後、配合設計±15kg/m3以内で安定するま

で、運搬車の3台毎に1回、単位水量の測定

を行う。 

3）配合設計±20kg/m3の指示値を越える場

合は、生コンを打込まずに、持ち帰らせ、

水量変動の原因を調査し、生コン製造業者

に改善を指示しなければならない。その後

の全運搬車の測定を行い、配合設計±

20kg/m3以内になることを確認する。更に、

配合設計±15kg/m3以内で安定するまで、運

搬車の3台毎に1回、単位水量の測定を行う。 

なお、管理値または指示値を超える場合は1

回に限り試験を実施することができる。再

試験を実施したい場合は2回の測定結果の

うち、配合設計との差の絶対値の小さい方

で評価してよい。 

 

100m3/日以上の場合:２回/日（午前１回、午

後１回） 

または構造物の重要度と工事の規模に応じて

100～150m3ごとに１回、および荷卸し時に品

質変化が認められたときとし、測定回数は多

い方を採用する。 

示方配合の単位水量の上限値は、粗

骨材の最大寸法が20ｍｍ～25ｍｍ

の場合は175kg/ｍ3、40ｍｍの場合

は165kg/ｍ3を基本とする。 

 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試験項目 試験方法 規  格  値 試  験  基  準 摘        要 工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試験項目 試験方法 規  格  値 試  験  基  準 摘        要 
１ 

セ
メ
ン
ト

・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

（転
圧

・
覆
工
・
吹
付
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く
） 

 
 
 

施 
 
 
 
 
 
 
 

工 

必 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

須 
 

 単位水量測定 レディーミク

ストコンクリ

ートの品質確

保について

(エアメータ

法による単位

水量土木研究

所法等 平成

21年7月1日付

け21建政技第

147号準用) 

 

1)測定した単位水量が、配合設計±15kg/m3

の範囲内の場合はそのまま施工してよい。 

2)測定した単位水量が、配合設計±15を超

え±20kg/m3の範囲にある場合は、水量変動

の原因を調査し、生コン製造者に改善を指

示し、その運搬車の生コンは打設する。そ

の後、配合設計±15kg/m3以内で安定するま

で、運搬車の3台毎に1回、単位水量の測定

を行う。なお、「15 kg/m3以内で安定するま

で」とは、２回連続して15 kg/m3以内の値

を観測することをいう。 

3）配合設計±20kg/m3の指示値を越える場

合は、生コンを打込まずに、持ち帰らせ、

水量変動の原因を調査し、生コン製造業者

に改善を指示しなければならない。その後

の配合設計±15kg/m3になるまで、全運搬車

の測定を行い、う。配合設計±20kg/m3以内

になることを確認する。更に、配合設計±

15kg/m3以内で安定するまで、運搬車の3台

毎に1回、単位水量の測定を行う。 

なお、管理値または指示値を超える場合は

1回に限り試験を実施することができる。再

試験を実施したい場合は2回の測定結果の

うち、配合設計との差の絶対値の小さい方

で評価してよい。 

 

1日当たりコンクリート種別ごとの使用量が

100m3/日以上の場合:２回/日（午前１回、午

後１回）以上 

または構造物の重要度と工事の規模重要構造

物の場合は重要度に応じて、100～150m3ごと

に１回、および荷卸し時に品質変化が認めら

れたときとし、測定回数は多い方を採用する。 

示方配合の単位水量の上限値は、

粗骨材の最大寸法が20ｍｍ～25ｍ

ｍの場合は175kg/ｍ3、40ｍｍの場

合は165kg/ｍ3を基本とする。 

 



林業土木施工管理基準　　品質管理　（令和２年11月1日適用）

頁番号 改　正　後 現　行

H-12

H-13

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

４ 

（

二

車

線

）

上

層

路

盤

工 

材 
 

 
 
 

 

料 

必 
 

 
 
 

 

須 

○ 修正CBR試験 JISA1211 修正CBR80%以上再生骨材を含

む場合90%以上 

40℃で行った場合80%以上 

当初及び材料の変化時。  

    

    

○ 突固め試験 JISA1210    

○ ふるい分け試験 JISA1102 JISA5001表２参照   

○ 土の液性限界・塑性限界試験  JISA1205 塑性指数PI:4以下  ただし、鉄鋼スラグには適用しない。 

○ 製鋼スラグの 

水浸膨張性試験 

舗装調査試験法

便覧［4］-16 

1.5％以下  MS:粒度調整鉄鋼スラグ及びHMS：水硬

性粒度調整鉄鋼スラグに適用する。 

 
○ 製鋼スラグの呈色判定試験 JISA5015 呈色なし  

○ 製鋼スラグの 

一軸圧縮試験 

舗装調査試験法

便覧［4］-12 

1.2Mpa以上(14日) 

 

○ 製鋼スラグの 

単位容積試験 

舗装調査試験法

便覧［2］-106 

1.50kg/L以上 

そ
の
他 

○ 骨材のすりへり試験 JISA1121 50％以下  粒度調整及びセメントコンクリート再生骨

材を使用した再生粒度調整に適用する。 

○ 硫酸ナトリウムによる骨材

の安定性試験 

JISA1122 50％以下   

○ 骨材の比重、吸収率の測定 JISA1109    

 JISA1110    

施 
 
 

 
 
 

工 

必 
 
 

 
 
 

須 

 締固め密度の測定 舗装調査・

試験法便覧

［4］-191 

γdmaxの93％以上 1,000ｍ2につき２回の割合で行

う。 

ただし、施工面積が1,000ｍ2以

下のものは、１工事当たり１回

以上。（1回につき3個以上） 

締固め度及び粒度は、10個の測定値の平均値

X10が規格値を満足しなければならない。ま

た、10個の測定値が得がたい場合は3個の測

定値の平均値X3が規格値を満足していなけ

ればならないが、X3が規格値をはずれた場合

は、さらに3個のデータを加えた平均値X6が

規格値を満足していればよい。 

 Ｘ
＿

1095％以上 

Ｘ
＿

695.5％以上 

Ｘ
＿

396.5％以上 

 

歩道部 

X6 90%以上 

X3 90%以上 

  

粒  度 

2.36㎜ 舗装調査・

試験法便覧

［2］-14 

 2.36mmふるい：±15%以内 締固め度及び粒度は、10個の測定値の平均値

X10が規格値を満足しなければならない。ま

た、10個の測定値が得がたい場合は3個の測

定値の平均値X3が規格値を満足していなけ

ればならないが、X3が規格値をはずれた場合

は、さらに3個のデータを加えた平均値X6が

規格値を満足していればよい。 

 １回～２回／日 
  

75μｍ 75μmふるい：±6%以内 

 １回～２回／日 

  

 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試  験  基 準 摘        要 

４ 

（二
車
線
）
上
層
路
盤
工 

施 
 
 
 
 

工 

そ 
 

の 
 

他 

 平板載荷試験 JISA1215  1,000ｍ2につき２回の割りで行う。 

 

 

 

セメントコンクリートの路盤に適用する。 

 ふるい分け試験 JISA1102 2.36㎜ふるい±15％及び75

μｍふるい±６％を20回に

１回の確率で下がってはな

らない。 

異常が見られたときに随時 

 

 

 

 土の液性限界・塑性限界試

験方法 

JISA1205 塑性指数PI.4以下 

 含水比試験 JISA1203 設計図書による。 

５ 

（
二

車

線

）

ア

ス

フ

ァ

ル

ト

舗

装 

材 
 
 
 
 
 

料 

必 
 
  
  
  
  
 

須 

○ 骨材ふるい分け試験 JISA1102 JISA5001 

表２参照 

当初及び変動が認められる場

合に行う。 

舗装施工便覧による。 

○ 骨材の比重、吸水率試験 JISA1109 

 

JISA1110 

表層・基層 

表層比重2.45g/cm3以上 

吸水率3.0％以下 

○ 骨材の単位容積重量試験 JISA1104  

○ 骨材中に含まれる 

粘土の塊質量の試験 

JISA1137 粘土、粘土塊量 

0.25%以下 

配合毎工事開始前１回、施工中

材料及び配合に変動が生じた

場合はその都度１回。 

 

○ 粗骨材の形状試験 舗装調査・

試験法便覧

［2］-45 

細長、あるいは偏平な石片

10％以下 

○ フィラーの粒度試験 JISA5008 便覧表3.3.17による。 

○ フィラーの水分試験 JISA5008 １％以下 

そ  

の  

他 

○ フィラーの粒度試験 JISA5008 2.6以上 

○ フィラーの塑性指数試験 JISA1205 ４以下 火成岩類を粉砕した石粉を用いる場合

に適用。 ○ フィラーのフロー試験 舗装調査・

試験法便覧 

50％以下 

 ［2］-65    

 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

４ 

（

二

車

線

）

上

層

路

盤

工 

材 
 

 
 

 
 

料 

必 
 

 
 

 
 

須 

○ 修正CBR試験 JISA1211 修正CBR80%以上再生骨材を含

む場合90%以上 

40℃で行った場合80%以上 

当初及び材料の変化時。  

    

    

○ 突固め試験 JISA1210    

○ ふるい分け試験 JISA1102 JISA5001表２参照   

○ 土の液性限界・塑性限界試験  JISA1205 塑性指数PI:4以下  ただし、鉄鋼スラグには適用しない。 

○ 製鋼スラグの 

水浸膨張性試験 

舗装調査試験法

便覧［4］-16 

80 

1.5％以下  MS:粒度調整鉄鋼スラグ及びHMS：水硬

性粒度調整鉄鋼スラグに適用する。 

 

○ 製鋼スラグの呈色判定試験 JISA5015 呈色なし  

○ 製鋼スラグの 

一軸圧縮試験 

舗装調査試験法

便覧［4］-12 
          75 

1.2Mpa以上(14日) 

 

○ 製鋼スラグの 

単位容積試験 

舗装調査試験法

便覧［2］-106 

131 

1.50kg/L以上 

そ
の
他 

○ 骨材のすりへり試験 JISA1121 50％以下  粒度調整及びセメントコンクリート再生骨

材を使用した再生粒度調整に適用する。 

○ 硫酸ナトリウムによる骨材

の安定性試験 

JISA1122 50％以下   

○ 骨材の比重、吸収率の測定 JISA1109    

 JISA1110    

施 
 

 
 

 
 

工 

必 
 

 
 

 
 

須 

 締固め密度の測定 舗装調査・

試験法便覧

［4］-191 

γdmaxの93％以上 1,000ｍ2につき２回の割合で行

う。 

ただし、施工面積が1,000ｍ2以

下のものは、１工事当たり１回

以上。（1回につき3個以上） 

締固め度及び粒度は、10個の測定値の平均値

X10が規格値を満足しなければならない。ま

た、10個の測定値が得がたい場合は3個の測

定値の平均値X3が規格値を満足していなけ

ればならないが、X3が規格値をはずれた場合

は、さらに3個のデータを加えた平均値X6が

規格値を満足していればよい。 

 Ｘ
＿

1095％以上 
Ｘ
＿

695.5％以上 
Ｘ
＿

396.5％以上 
 
歩道部 
X6 90%以上 
X3 90%以上 

  

粒  度 

2.36㎜ 舗装調査・

試験法便覧

［2］-14 16 

 2.36mmふるい：±15%以内 締固め度及び粒度は、10個の測定値の平均値

X10が規格値を満足しなければならない。ま

た、10個の測定値が得がたい場合は3個の測

定値の平均値X3が規格値を満足していなけ

ればならないが、X3が規格値をはずれた場合

は、さらに3個のデータを加えた平均値X6が

規格値を満足していればよい。 

 １回～２回／日 

  

75μｍ 75μmふるい：±6%以内 

 １回～２回／日 

  

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試  験  基 準 摘        要 

４ 

（二
車
線
）
上
層
路
盤
工 

施 
 

 
 

 

工 

そ 
 

の 
 

他 

 平板載荷試験 JISA1215  1,000ｍ2につき２回の割りで行う。 

 

 

 

セメントコンクリートの路盤に適用する。 

 ふるい分け試験 JISA1102 2.36㎜ふるい±15％及び75

μｍふるい±６％を20回に

１回の確率で下がってはな

らない。 

異常が見られたときに随時 

 

 

 

 土の液性限界・塑性限界試

験方法 

JISA1205 塑性指数PI.4以下 

 含水比試験 JISA1203 設計図書による。 

５ 

（
二

車

線

）

ア

ス

フ

ァ

ル

ト

舗

装 

材 
 

 
 

 
 

料 

必 
 
  

  
  

  
 

須 

○ 骨材ふるい分け試験 JISA1102 JISA5001 

表２参照 

当初及び変動が認められる場

合に行う。 

舗装施工便覧による。 

○ 骨材の比重、吸水率試験 JISA1109 

 

JISA1110 

表層・基層 

表層比重2.45g/cm3以上 

吸水率3.0％以下 

○ 骨材の単位容積重量試験 JISA1104  

○ 骨材中に含まれる 

粘土の塊質量の試験 

JISA1137 粘土、粘土塊量 

0.25%以下 

配合毎工事開始前１回、施工中

材料及び配合に変動が生じた

場合はその都度１回。 

 

○ 粗骨材の形状試験 舗装調査・

試験法便覧

［2］-45 51 

細長、あるいは偏平な石片

10％以下 

○ フィラーの粒度試験 JISA5008 便覧表3.3.17による。 

○ フィラーの水分試験 JISA5008 １％以下 

そ  

の  

他 

○ フィラーの粒度試験 JISA5008 2.6以上 

○ フィラーの塑性指数試験 JISA1205 ４以下 火成岩類を粉砕した石粉を用いる場合

に適用。 ○ フィラーのフロー試験 舗装調査・

試験法便覧 

50％以下 

 ［2］-65 83    

 



林業土木施工管理基準　　品質管理　（令和２年11月1日適用）

頁番号 改　正　後 現　行

H-14

H-15

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

２ 

（二 

車 

線
）
ア 

ス 

フ 

ァ
ル 

ト 

舗 

装 

材 
 
 
 
 
 
 

料 

そ 

の 

他 

○ フィラーの水浸膨張試験 舗装調査・

試験法便覧 

4％以内 配合毎工事開始前１回、施工中

材料及び配合に変動が生じた場

合はその都度１回。 

火成岩類を粉砕した石粉を用いる場合

に適用。 

 ［2］-59 

 

  

○ フィラーの剥離抵抗性試験 舗装調査 

・試験法便

覧 

1/4以下  

 ［2］-61 

 

  

○ 製鋼スラグの 

水浸膨張性試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

水浸膨張比：2.0%以下  

 ［2］-77 

 

   

○ 製鋼スラグの密度及び 

吸水率試験 

JISA1110 SS 表乾密度： 

2.45g/cm3以上 

吸水率:3.0%以下 

  

○ 骨材のすりへり試験 JISA1121 すり減り量 砕石:30％以

下   

CSS:50％以下SS:30％以下 

○ 硫酸ナトリウムによる骨材

の安定性試験 

JISA1122 粗石材の損失量 

12％以下 

○ 骨材の軟石量試験 JISA1126 軟石量５％以下 

○ 針入度試験 JISK2207  
舗装施工便覧参照 
(1)舗装用石油 
 アスファルト 

表3.3.1 
(2) ポリマー改質アスファル

ト 
表3.3.3 

(3)セミブローン 
アスファルト 表3.3.4 

○ 引火点試験 

及び燃焼点試験 
JISK2265 

○ 
薄膜加熱試験  JISK2207 

○ 密度試験 JISK2207 

○ 軟化点試験 JISK2351 舗装施工便覧参照 
(1)舗装用石油 
 アスファルト 

表3.3.1 
(2) ポリマー改質アスファルト 

表3.3.3 

○ 
伸度試験 JISK2532 

○ 
三塩化エタン化溶分試験 JISK2207 

 

 

工

種 
種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

２ 

（
二

車

線

）

ア

ス

フ

ァ

ル

ト

舗

装 

材 
 

料 

必 
 
 

須 

○ 
蒸発質量変化率試験 JISK2207 

舗装施工便覧参照 

(1)舗装用石油 

 アスファルト 表3.3.1 

各配合毎、工事開始前１回、施

工中材料及び配合に変動が生じ

た場合はその都度１回 

 

○ 
蒸発後の針入度比試験 JISK2207 

○ 

高温動粘土試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

［2］-180 

舗装施工便覧参照 

(3)セミブローンアスファ

ルト 表3.3.4 

○ 

60℃粘土試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

［2］-192 

○ 

セイボルトフロール秒試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

 

○ 

タカフネス・テナシティ試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

［2］-244 

舗装施工便覧参照 

(2) ポリマー改質アスファ

ルト 表3.3.3 

○ 石油アスファルト乳剤化の

品質試験 

JISK2208  

 

プ  

ラ  

ン  

ト 

○ 配合試験 舗装調査 

・試験法便

覧 

 配合ごとに各１回 

ただし、一工事同一配合の合材

100t未満の場合は配合資料の提

出とする。 

 

○ 混合物の 

アスファルト量抽出 

粒度分析試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

［2］-14 

［2］-238 

2.36mmふるい：±12%以内基

準粒度 

75μmふるい：±5%以内基準

粒度 

アスファルト量：-0.9%以内 

１日につき１回行う。  

○ 温度測定 

 アスファルト 

骨材 

混合物 

JISZ8710 配合設計で決定した混合温

度 
 

１時間毎に行う。 ＊モールドにより作成した供試体により抽

出。 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

２ 

（二 

車 

線
）
ア 

ス 

フ 

ァ
ル 

ト 

舗 

装 

材 
 
 
 
 

 
 

料 

そ 

の 

他 

○ フィラーの水浸膨張試験 舗装調査・

試験法便覧 

4％以内 配合毎工事開始前１回、施工中

材料及び配合に変動が生じた場

合はその都度１回。 

火成岩類を粉砕した石粉を用いる場合

に適用。 

 ［2］-59 74   

○ フィラーの剥離抵抗性試験 舗装調査 

・試験法便

覧 

1/4以下  

 ［2］-61 78   

○ 製鋼スラグの 

水浸膨張性試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

水浸膨張比：2.0%以下  

 ［2］-77 94    

○ 製鋼スラグの密度及び 

吸水率試験 

JISA1110 SS 表乾密度： 

2.45g/cm3以上 

吸水率:3.0%以下 

  

○ 骨材のすりへり試験 JISA1121 すり減り量 砕石:30％以

下   

CSS:50％以下SS:30％以下 

○ 硫酸ナトリウムによる骨材

の安定性試験 

JISA1122 粗石材の損失量 

12％以下 

○ 骨材の軟石量試験 JISA1126 軟石量５％以下 

○ 針入度試験 JISK2207  
舗装施工便覧参照 
(1)舗装用石油 
 アスファルト 

表3.3.1 
(2) ポリマー改質アスファル

ト 
表3.3.3 

(3)セミブローン 
アスファルト 表3.3.4 

○ 引火点試験 

及び燃焼点試験 
JISK2265 

○ 
薄膜加熱試験  JISK2207 

○ 密度試験 JISK2207 

○ 軟化点試験 JISK2351 舗装施工便覧参照 
(1)舗装用石油 
 アスファルト 

表3.3.1 
(2) ポリマー改質アスファルト 

表3.3.3 

○ 
伸度試験 JISK2532 

○ 
三塩化エタン化溶分試験 JISK2207 

 

 

工

種 
種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

工

種 
種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

２ 

（
二

車

線

）

ア

ス

フ

ァ

ル

ト

舗

装 

材 
 

料 

必 
 
 

須 

○ 
蒸発質量変化率試験 JISK2207 

舗装施工便覧参照 

(1)舗装用石油 

 アスファルト 表3.3.1 

各配合毎、工事開始前１回、施

工中材料及び配合に変動が生じ

た場合はその都度１回 

 

○ 
蒸発後の針入度比試験 JISK2207 

○ 

高温動粘土試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

［2］-180 212 

舗装施工便覧参照 

(3)セミブローンアスファ

ルト 表3.3.4 

○ 

60℃粘土試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

［2］-192 224 

○ 

セイボルトフロール秒試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

 

○ 

タカフネス・テナシティ試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

［2］-244 289 

舗装施工便覧参照 

(2) ポリマー改質アスファ

ルト 表3.3.3 

○ 石油アスファルト乳剤化の

品質試験 

JISK2208  

 

プ  

ラ  

ン  

ト 

○ 配合試験 舗装調査 

・試験法便

覧 

 配合ごとに各１回 

ただし、一工事同一配合の合材

100t未満の場合は配合資料の提

出とする。 

 

○ 混合物の 

アスファルト量抽出 

粒度分析試験 

舗装調査 

・試験法便

覧 

［2］-14 15 

［2］-238 318 

2.36mmふるい：±12%以内基

準粒度 

75μmふるい：±5%以内基準

粒度 

アスファルト量：-0.9%以内 

１日につき１回行う。  

○ 温度測定 

 アスファルト 

骨材 

混合物 

JISZ8710 配合設計で決定した混合温

度 
 

１時間毎に行う。 ＊モールドにより作成した供試体により抽

出。 



林業土木施工管理基準　　品質管理　（令和２年11月1日適用）

頁番号 改　正　後 現　行

H-17

H-16

 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

２ 

（二
車
線
）
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
舗
装 

プ
ラ
ン
ト 

必
須 

 基準密度の決定 舗装調査 

・試験法便覧 

 当初の２日間、午前、午後各１

回、３個。 

＊モールドにより作成した供試体に

より抽出。 

［2］-14    

そ
の
他 

 ホットピンの骨材の合成粒

度試験 

JISA1102  １日につき１回行う。  

舗

 

装

 

現

 

場 

必 
 

 
 

 
 

 
 
 

須 

 温度測定（初期締固め前） JISZ8710 110℃以上 トラック１台ごと。ただし、同

一配合の合材100t未満のものは

１日２回（午前、午後） 

測定値の記録は１日４回（午前、午

後各２回） 

 密度測定 舗装調査 

・試験法便覧 

車道 

X1096%以上 

X6 96%以上 

X3 96.5%以上 

ただし、歩道の基準密度は設

計図書による。 

1,000ｍ2につき１個。ただし、

1,000ｍ2未満の工事は１工事あ

たり１個。 

ただし、橋面舗装はコア採取しない

でAs合材量（プラント出荷数量）と

舗設面積及び厚さでの密度管理、ま

たは転圧回数による管理を行う。 

  ［3］-91 

 外観検査（混合物） 目視  随時  

そ
の
他 

 すべり抵抗試験 舗装調査 

・試験法便覧 

 舗装車線毎200ｍ毎に１回。  

  ［1］-84     

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

６ 

（
一
車
線
）
下
層
路
盤
工 

材
料 

必
須 

○ 修正CBR試験 JISA1211 粒状路盤 当初及び材料の変化時。  

   修正CBR10%以上   

○ 突固め試験 JISA1210 JISA5001   

○ ふるい分け試験 JISA1102 表２参照   

○ 土の液性限界・塑性限界試

験方法 

JISA1205 塑性指数PI:6以下   

施
工 

必
須 

 締固め密度の測定 舗装調査 

・試験法便覧

［4］-191 

γdmaxの93％以上 1,000ｍ2につき２回の割合で行

う。 
（二車線）下層路盤工の摘要欄と同

じ。 ただし、施工面積が1,000ｍ2以下

のものは、１工事当たり１回以

上。 

７ 

（

一

車

線

）

上

層

路

盤

工 

材
料 

必
須 

○ 修正CBR試験 JISA1211 修正CBR60以上 当初及び材料の変化時。  

○ 突固め試験 JISA1210    

○ ふるい分け試験 JISA1102 JISA5001表２参照   

○ 土の液性限界・塑性限界試

験方法 

 

JISA1205 塑性指数PI:4以下   

施 
 
 
 
 
 
 

工 

必 
 
 
 
 
 
 

須 

 締固め密度の測定 舗装調査 

・試験法便覧

［4］-191 

γdmaxの93％以上 1,000ｍ2につき２回の割合で行

う。 

（二車線）下層路盤工の摘要欄と同

じ。 

ただし、施工面積が1,000ｍ2以下

のものは、１工事当たり１回以

上。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

粒度 

 

舗装調査 

・試験法便覧

［2］-14 

簡 易 舗 装 要 領 表 -

３.1P12(S54年版) 

当初及び材料の変化時。 

 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

２ 

（二
車
線
）
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
舗
装 

プ
ラ
ン
ト 

必
須 

 基準密度の決定 舗装調査 

・試験法便覧 

 当初の２日間、午前、午後各１

回、３個。 

＊モールドにより作成した供試体に

より抽出。 

［2］-14 15    

そ
の
他 

 ホットピンの骨材の合成粒

度試験 

JISA1102  １日につき１回行う。  

舗

 

装

 

現

 

場 

必 
 

 
 

 
 

 
 
 

須 

 温度測定（初期締固め前） JISZ8710 110℃以上 トラック１台ごと。ただし、同

一配合の合材100t未満のものは

１日２回（午前、午後） 

測定値の記録は１日４回（午前、午

後各２回） 

 密度測定 舗装調査 

・試験法便覧 

車道 

X1096%以上 

X6 96%以上 

X3 96.5%以上 

ただし、歩道の基準密度は設

計図書による。 

1,000ｍ2につき１個。ただし、

1,000ｍ2未満の工事は１工事あ

たり１個。 

ただし、橋面舗装はコア採取しない

でAs合材量（プラント出荷数量）と

舗設面積及び厚さでの密度管理、ま

たは転圧回数による管理を行う。 

  ［3］-91 

      218 

 外観検査（混合物） 目視  随時  

そ
の
他 

 すべり抵抗試験 舗装調査 

・試験法便覧 

 舗装車線毎200ｍ毎に１回。  

  ［1］-84  

101 

   

 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

６ 

（
一
車
線
）
下
層
路
盤
工 

材
料 

必
須 

○ 修正CBR試験 JISA1211 粒状路盤 当初及び材料の変化時。  

   修正CBR10%以上   

○ 突固め試験 JISA1210 JISA5001   

○ ふるい分け試験 JISA1102 表２参照   

○ 土の液性限界・塑性限界試

験方法 

JISA1205 塑性指数PI:6以下   

施
工 

必
須 

 締固め密度の測定 舗装調査 

・試験法便覧 

［4］-191 

      256 

 

砂 置 換 法

（ JIS A 

1214） 

 

砂置換法は、

最大粒径が

53mm以下の

場合のみ適

用できる 

γdmax最大乾燥密度の

93％以上 

Ｘ
＿

1095％以上 

Ｘ
＿

696％以上 

Ｘ
＿

397％以上 

 （二車線）下層路盤工の摘要欄と同

じ。 
1,000ｍ2につき２回の割合で行

う。 

ただし、施工面積が1,000ｍ2以下

のものは、１工事当たり１回以

上。 

１工事当たり3,000㎡以下の場

合（維持工事を除く）は、１工

事当たり３個（３孔）以上で測

定する。 

７ 

（

一

車

線

）

上

層

路

盤

工 

材
料 

必
須 

○ 修正CBR試験 JISA1211 修正CBR60以上 当初及び材料の変化時。  

○ 突固め試験 JISA1210    

○ ふるい分け試験 JISA1102 JISA5001表２参照   

○ 土の液性限界・塑性限界試

験方法 

JISA1205 塑性指数PI:4以下   

施 
 
 

 
 

 
 

工 

必 
 
 

 
 

 
 

須 

 締固め密度の測定 舗装調査 

・試験法便覧

［4］-191 

γdmaxの93％以上 1,000ｍ2につき２回の割合で行

う。 

（二車線）下層路盤工の摘要欄と同

じ。 

ただし、施工面積が1,000ｍ2以下

のものは、１工事当たり１回以

上。 

 粒度 

 

舗装調査 

・試験法便覧

［2］-14 

       16 

簡 易 舗 装 要 領 表 -

３.1P12(S54年版) 

当初及び材料の変化時。 



林業土木施工管理基準　　品質管理　（令和２年11月1日適用）

頁番号 改　正　後 現　行

H-18

H-19

 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規格値 試験基準 摘要 

８ 

（
一
車

線

）

ア

ス

フ

ァ

ル

ト

舗

装

 

材 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

料 

必 
 

 

須 

○ 骨材ふるい分け試験 JISA1102 簡易舗装要綱付表1.6及
び1.7による 

当初及び変動が認められる場合

に行う。 

 

○ 骨材の比重、吸水率試験 JISA1109 表層・基層   

  JISA1110 表層比重2.45以上   

   吸水率3.0％以下   

○ フィラーの粒度試験 JISA5008 簡易舗装要綱付表1.9に
よる 

  

そ 
 

 
 

 

の 
 

 
 

 

他 

○ 骨材単位容積重量試験 JISA1104    

○ 

 

骨材中に含まれる 

粘土の塊質量の試験 

JISA1137 粘土、粘土塊量0.25以下 配合毎工事開始前１回、施工中

材料及び配合に変動が生じた場

合はその都度１回。 

 

○ 粗骨材の形状試験 舗装調査 

・試験法便覧 
[２]－45 

細長、あるいは偏平な石
片10％以下 

  

○ 骨材のすりへり試験 JISA1121 すり減り量   

   砕石30％以下   

   CSS50％以下   

   SS30％以下  
 

  

○ 針入度試験 JISK2207 簡易舗装要綱 
(1)舗装用石油アスファ
ルト 
  付表1.1 
  付表1.2 
(2)ゴム入りアスファル
ト 
乳剤 

  付表1.4 

当初及び製造工場又は、規格の

変化毎に製造会社に提出させ

る。 

 

○ 軟化点試験 JISK2207  

○ 伸度試験 JISK2207  

○ 三塩化エタン可溶分試験 JISK2207  

○ 引火点試験 JISK2207  

○ 薄膜加熱試験 JISK2207  

○ 蒸発後の針入度比試験 JISK2207  

○ 密度試験 JISK2207  

○ 

 

石油アスファルト 

乳剤化の品質試験 

JISK2208  

プ
ラ
ン
ト 

必 

須 

○ 配合試験 舗装調査 

･試験法便覧 

 施工前。ただし、同一材料と配

合とによって良好な結果を得て

いる過去の配合を利用する場

合、混合所における定期試験に

よって既に定められている配合

を利用する場合、合材100t未満

の場合は配合資料の提出とす

る。 

 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

８ 

一
車

線

）

ア

ス

フ

ァ

ル

ト

舗

装 

プ 
 

ラ 
 

ン 
 

ト 

必 
 

 
 
 

 
 
 

 

須 

○ 

 

混合物のアスファルト量 

抽出粒度分析試験 

舗装調査 

･試験法便覧 

[４]－238 

アスファルト量は±0.9％

粒度は2.36㎜ふるい±75％
及び75μｍふるいは±３％

を10回に１回以上の確率で
下がってはならない。印字
記録による場合は要綱表

6.5.7による。 

3000ｍ3以下は３個、不合格の場

合は６個、 

6000ｍ3以下は６個、これ以外は

10個々実施する。 

1000ｍ3以下の場合は省略するこ

とができる。 

簡易舗装要綱表５・３ 

○ 温度測定 配合設計で

決定した混

合温度 

 １時間毎に行う。  

   アスファルト 

   骨材 

   混合物 

○ 基準密度の決定 舗装調査 

･試験法便

覧 

設計図書による 同左  

そ 

の 

他 

 

 

ホットビンの 

骨材の合成粒度試験 

JISA1102  １日につき１回行う。  

 

舗 

装 

現 

場 

 

必 

須 

 温度測定（初期締固め前）  110℃以上 トラック１台ごと。ただし、同一

の合材100ｔ未満のものは１日２

回（午前、午後） 

測定値の記録は１日４回（午前、午

後各２回） 

 密度測定 舗装調査 

･試験法便覧

[3]-91 

車道－基準密度の94％ 
歩道－基準密度の90％を10

回に１回以上の確立で下が
ってはならない。 

1000ｍ2につき１個。ただし、1000

ｍ2未満の工事は１工事あたり３

個とする。 

 

そ 

の 

他 

 すべり抵抗試験すべり抵抗

試験 

舗装調査 

･試験法便覧

[1]-84 

 舗設車線毎200ｍに１回。舗設車

線毎200ｍに１回。 

 

 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規格値 試験基準 摘要 

８ 

（
一
車

線

）

ア

ス

フ

ァ

ル

ト

舗

装 

材 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

料 

必 
 

 

須 

○ 骨材ふるい分け試験 JISA1102 簡易舗装要綱付表1.6及
び1.7による 

当初及び変動が認められる場合

に行う。 

 

○ 骨材の比重、吸水率試験 JISA1109 表層・基層   

  JISA1110 表層比重2.45以上   

   吸水率3.0％以下   

○ フィラーの粒度試験 JISA5008 簡易舗装要綱付表1.9に
よる 

  

そ 
 

 
 

 

の 
 

 
 

 

他 

○ 骨材単位容積重量試験 JISA1104    

○ 

 

骨材中に含まれる 

粘土の塊質量の試験 

JISA1137 粘土、粘土塊量0.25以下 配合毎工事開始前１回、施工中

材料及び配合に変動が生じた場

合はその都度１回。 

 

○ 粗骨材の形状試験 舗装調査 

・試験法便覧 

[２]－45 51 

細長、あるいは偏平な石
片10％以下 

  

○ 骨材のすりへり試験 JISA1121 すり減り量   

   砕石30％以下   

   CSS50％以下   

   SS30％以下  
 

  

○ 針入度試験 JISK2207 簡易舗装要綱 
(1)舗装用石油アスファ
ルト 
  付表1.1 
  付表1.2 
(2)ゴム入りアスファル
ト 

乳剤 
  付表1.4 

当初及び製造工場又は、規格の

変化毎に製造会社に提出させ

る。 

 

○ 軟化点試験 JISK2207  

○ 伸度試験 JISK2207  

○ 三塩化エタン可溶分試験 JISK2207  

○ 引火点試験 JISK2207  

○ 薄膜加熱試験 JISK2207  

○ 蒸発後の針入度比試験 JISK2207  

○ 密度試験 JISK2207  

○ 

 

石油アスファルト 

乳剤化の品質試験 

JISK2208  

プ
ラ
ン
ト 

必 

須 

○ 配合試験 舗装調査 

･試験法便覧 

 施工前。ただし、同一材料と配

合とによって良好な結果を得て

いる過去の配合を利用する場

合、混合所における定期試験に

よって既に定められている配合

を利用する場合、合材100t未満

の場合は配合資料の提出とす

る。 

 

工種 種別 試験区分 試験成績表による確認 試  験  項  目 試験項目 規  格  値 試   験   基   準 摘        要 

８ 

一
車

線

）

ア

ス

フ

ァ

ル

ト

舗

装 

プ 
 

ラ 
 

ン 
 

ト 

必 
 

 
 

 
 

 
 

 

須 

○ 

 

混合物のアスファルト量 

抽出粒度分析試験 

舗装調査 

･試験法便覧 

[４]－238 318 

アスファルト量は±0.9％

粒度は2.36㎜ふるい±75％

及び75μｍふるいは±３％

を10回に１回以上の確率で

下がってはならない。印字

記録による場合は要綱表

6.5.7による。 

3000ｍ3以下は３個、不合格の場

合は６個、 

6000ｍ3以下は６個、これ以外は

10個々実施する。 

1000ｍ3以下の場合は省略するこ

とができる。 

簡易舗装要綱表５・３ 

○ 温度測定 配合設計で

決定した混

合温度 

 １時間毎に行う。  

   アスファルト 

   骨材 

   混合物 

○ 基準密度の決定 舗装調査 

･試験法便

覧 

設計図書による 同左  

そ 

の 

他 

 

 

ホットビンの 

骨材の合成粒度試験 

JISA1102  １日につき１回行う。  

 

舗 

装 

現 

場 

 

必 

須 

 温度測定（初期締固め前）  110℃以上 トラック１台ごと。ただし、同一

の合材100ｔ未満のものは１日２

回（午前、午後） 

測定値の記録は１日４回（午前、午

後各２回） 

 密度測定 舗装調査 

･試験法便覧

[3]-91 218 

車道－基準密度の94％ 

歩道－基準密度の90％を10

回に１回以上の確立で下が

ってはならない。 

1000ｍ2につき１個。ただし、1000

ｍ2未満の工事は１工事あたり３

個とする。 

 

そ 

の 

他 

 すべり抵抗試験すべり抵抗

試験 

舗装調査 

･試験法便覧

[1]-84 101 

 舗設車線毎200ｍに１回。舗設車

線毎200ｍに１回。 

 



林業土木施工管理基準　　品質管理　（令和２年11月1日適用）

頁番号 改　正　後 現　行

H-26

14 材 必 外観検査 現物照合 現物立会による目視及びリン

料 須 （主部材・代表部） グマーク照合を行い、一致すること。

その他すべての項目がミル

シートで照合して全て一致すること。

外観検査 帳票確認 すべての項目がミルシートで

（主部材・その他） 照合して全て一致すること。

外観検査（付属部材） 帳票確認 JISによる

機械試験

15 材 必須 土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化時。　　

料 必 外観検査（スト 補強土壁工法各設 補強土壁工法各設計・施工マニュ 補強土壁工法各設計・施工マ

須 リップ、鋼製壁面 計・施工マニュア アルによる。 ニュアルによる。

材、コンクリート ル

製壁面材等）

○ コンクリート製壁

面材のコンクリー

ト強度試験

その他 土の粒度試験 設計図書による。　　

施 必 現場密度の測定 最大粒径≦53㎜: 最大乾燥密度の90%以上。 500m
3
につき1回の割合で行う。 ・最大粒径≦100㎜の場合に適用す

工 須 ※右記試験方法 JIS A 1214 または、設計図書による。 但し、1,500m
3
未満の工事は1工 る。

JIS A 1210 A・B 事当たり3回以上。 ・左記の規格値を満たしていても、

（3種類）のいず 最大粒径＞53㎜： 規格値を著しく下回っている点が存

れかを実施する。 舗装調査・試験法 在した場合は、監督職員と協議の上

便覧［4］-185 で、（再）転圧を行うものとする。

または、 【締固め度による管理】 ・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。

RI計器を用いた盛 路体・路床とも1管理単位の現場 ・左記の規格値を満たしていても、

土の締固め管理要 乾燥密度の平均値が最大乾燥度密 規格値を著しく下回っている点が存

領（案） 度の90%以上。又は、設計図書による。 在した場合は、監督職員と協議の上

【空気間隙率による管理】 で、（再）転圧を行うものとする。

路体　・砂質土　Va≦15%

　　　・粘性土　Va≦10%

路床

施工含水比の平均が最適含水比付

近にあること。又は、設計図書による。

補

強

土

壁
工

TS･GPSを用いた盛

土の締固め情報化

施工管理要領

施工範囲を小分割した管理ブロックの

全てが規定回数だけ締め固められたこ

とを確認する。ただし、路肩から１ｍ

以内と締め固め機械が近寄れない構造

物周辺は除く。

１．盛土を管理する単位(以下｢管理単位｣に

分割して管理単位毎に管理を行う。

２．管理単位は築堤、路体路床とも、1日の1

層あたりの施工面積は1,500m2を標準とする。

また、1日の施工面積が2,000m2以上の場合、

その施工面積を2管理単位以上に分割するもの

とする。

３．１日の施工が複数層に及ぶ場合でも１管

理単位を複数層にまたがらせることはしない

ものとする。

４．土取り場の状況や土質状況が変わる場合

には、新規の管理単位として取り扱うものと

する。

路体・路床とも、1日の1層あたりの施

工面積を基準とする。管理単位の面積

は1,500m2を標準とし、1日の施工面積

が2,000m2以上の場合、その施工面積
を2管理単位以上に分割するものとす

る。1管理単位あたりの測定点数の目

安を下表に示す。

工

場

製

作

工

(

鋼

橋

用

鋼

材

）

500以上
1000未満

1000以上
2000未満

測定点数 5 10 15

面積
（㎡）

500未満

14 材 必 外観検査 現物照合 現物立会による目視及びリン

料 須 （主部材・代表部） グマーク照合を行い、一致すること。

その他すべての項目がミル

シートで照合して全て一致すること。

外観検査 帳票確認 すべての項目がミルシートで

（主部材・その他） 照合して全て一致すること。

外観検査（付属部材） 帳票確認 JISによる

機械試験

15 材 必須 土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化時。　　

料 必

須 ○

その他 土の粒度試験 設計図書による。　　

施 必

工 須

または、

RI計器を用いた盛

土の締固め管理要

領（案）

補

強
土

壁
工

土量500m
3
につき1回の割合で行う。

ただし、1,500m3未満の工事は1工事当
たり3回以上。

１回の試験につき３孔で測定し、３孔
の最低値で判定を行う。

 ・最大粒径≦100㎜の場合に適用する。

 ・左記の規格値を満たしていても、規格値を著し

 く下回っている点が存在した場合は、監督職員と

 協議の上で、（再）転圧を行うものとする。

・橋台背面アプローチ部における規格値は下記の

とおりとする。（締固め試験(JIS A 1210)C･D･E

法）

【一般の橋台背面】

平均92％以上、かつ最小90％以上

【インテグラルアバット構造の橋台背面】

平均97％以上、かつ最小95％以上

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。

・左記の規格値を満たしていても、規格値を著し

く下回っている点が存在した場合は、監督職員と

協議の上で、（再）転圧を行うものとする。

・橋台背面アプローチ部における規格値は下記の

とおりとする。（締固め試験(JIS A 1210)C･D･E

法）

【一般の橋台背面】

平均92％以上、かつ最小90％以上

【インテグラルアバット構造の橋台背面】

平均97％以上、かつ最小95％以上

 最大乾燥密度の90%以上。または、設計図書に

 よる。

次の密度への締固めが可能な範囲の含水比に

おいて、最大乾燥密度の95％以上（締固め試

験(JIS A 1210)A･B法）もしくは90％以上（締

固め試験(JIS A 1210)C･D･E法）。

ただし、JIS A 1210 C･D･E法での管理は標準

の施工仕様よりも締固めエネルギーの大きな

転圧方法（例えば標準よりも転圧力の大きな

機械を使用する場合や１層あたりの仕上り厚

を薄くする場合）に適用する。または、設計

図書による。

最大粒径≦53㎜:砂

置換法JIS A

1214JIS A 1210

 A・B

最大粒径＞53㎜：

突砂法

舗装調査・試験法

便覧［4］-185 256

現場密度の測定
※右記試験方法（3種類）の

いずれかを実施する。

補強土壁工法各設

計・施工マニュア
ル

補強土壁工法各設計・施工マニュアル

による。

補強土壁工法各設計・施工マニュアル

による。

外観検査（ストリップ、鋼製

壁面材、コンクリート製壁面
材等）

 【締固め度による管理】

 路体・路床とも1管理単位の現場乾燥密度の平均値が最大

 乾燥度密度の90%以上。又は、設計図書による。

 【空気間隙率による管理】路体　・砂質土　Va≦15%　路

 床・粘性土　Va≦10%施工含水比の平均が最適含水比付近

 にあること。又は、設計図書による。

次の密度への締固めが可能な範囲の含水比において、１管

理単位あたりの現場乾燥密度の平均値が最大乾燥密度の

97％以上（締固め試験(JIS A 1210)A･B法）もしくは92％

以上（締固め試験(JIS A 1210)C･D･E法）。

ただし、JIS A 1210 C･D･E法での管理は標準の施工仕様よ

りも締固めエネルギーの大きな転圧方法（例えば標準より

も転圧力の大きな機械を使用する場合や１層あたりの仕上

り厚を薄くする場合）に適用する。または、設計図書によ

る。

または、

TS･GPSGNSSを用い
た盛土の締固め 情

 報化施工管理要領

施工範囲を小分割した管理ブロックの

全てが規定回数だけ締固められたこと
を確認する。ただし、路肩から１ｍ以

内と締固め機械が近寄れない構造物周
辺は除く。

１．盛土を管理する単位(以下｢管理単位｣に

分割して管理単位毎に管理を行う。

２．管理単位は築堤、路体路床とも、1日の1

層あたりの施工面積は1,500m2を標準とする。

また、1日の施工面積が2,000m2以上の場合、

その施工面積を2管理単位以上に分割するもの

とする。

３．１日の施工が複数層に及ぶ場合でも１管

理単位を複数層にまたがらせることはしない

ものとする。

４．土取り場の状況や土質状況が変わる場合

には、新規の管理単位として取り扱うものと

する。

盛土を管理する単位（以下「管理単位」）に

分割して管理単位ごとに管理を行うものとす

る。

路体・路床とも、1日の1層あたりの施工面積

を基準とする。管理単位の面積は1,500m2を標

準とし、1日の施工面積が2,000m2以上の場

合、その施工面積を2管理単位以上に分割する

ものとする。1管理単位あたりの測定点数の目

安を下表に示す。

工

場

製

作

工

(

鋼

橋

用

鋼

材

）

500以上
1000未満

1000以上
2000未満

測定点数 5 10 15

面積
（㎡）

500未満

工種 種別 試験区分
試験成績表等

による確認 試験項目 試験項目 規格値 試験基準 摘　　要 工種 種別 試験区分
試験成績表等

による確認 試験項目 試験項目 規格値 試験基準 摘　　要


